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１．背景 

 近年，経済活動のグローバル化が進み物流システ

ムが複雑になりつつある．このシステムを把握する

際に貿易統計は有用であるが，貿易統計には不整合

問題が存在し，現状貿易統計の情報が最大限に活用

されていない．不整合問題とは，輸出統計の報告値と

輸入統計の報告値が一致しない問題であり，貿易統

計上の多数のデータで不整合が確認されている．

Fig.1 と Fig.2 は 2017 年の各地域の主要国間における

乗用車の取引重量を輸出統計と輸入統計ごとにまと

めたもので，先進国の取引でも大きな不整合がある

ことが分かる．この分野の既往研究では不整合問題

の評価(1)や，貿易統計の取引数量の欠測を補完する手

法の開発(2)がなされているが，不整合問題の要因につ

いての知見や考察は少ない．これは不整合問題に対

して，従来の要因分析を行っても，多数の要因が絡み

合う複雑な因果関係を解明するのは困難だからであ

る．そこで本研究は従来とは異なるアプローチを取

ることで，不整合要因が貿易統計の不整合問題に及

ぼす影響を定量的に評価できる要因分析手法を提案

する． 

 

２．不整合要因分析手法の概要 

 Fig.3 は本研究で提案する不整合要因分析手法(本

分析法)のフローで，Table.1 は本分析法のモデル式の

一覧である．本分析法は従来の要因分析と比べて，統

計データから因果関係を熟慮せずとも，ある要因が

統計に与える影響をダイレクトに評価・分析できる

点が最大の特徴であり，それが可能なのは不整合要

因の修正方法による所が大きい．本分析法では不整

合要因だと考えられるサンプルを欠測値と捉えるこ

とで，統計データの欠測処理と同じ要領でその要因

を修正したデータを獲得していく．これによって特

定の不整合要因が無かった場合の仮想的なデータが

得られる．そのデータと元データを比較すること 

 
Fig.1  2017年輸出統計の乗用車取引重量(単位 10³kg) 

 

 
Fig.2  2017年輸入統計の乗用車取引重量(単位:10³kg) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3  不整合要因分析手法のフロー 
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で不整合要因に対して定量的評価をしていくのが本

分析法の大きな流れである．なお本研究では不整合

要因を①欠測値，②外れ値，③その他の要因の 3 つ

に分類し不整合問題の要因分析を行う．そして元デ

ータ，各要因修正後のデータ，と両者修正後のデー

タ間で不整合評価の結果がどれだけ変化したかによ

って，各要因の不整合問題への寄与度を算出してい

く． 
 次に各過程の詳細について説明する．はじめに貿

易統計のデータを入手し，欠測値と外れ値の検出を

行う．本研究での欠測値は貿易統計の取引数量の項

目で記録が未回答のものである．外れ値は取引数量

報告値が 0 であるもの，又は輸入統計と輸出統計の

数量報告値に 100 倍以上の差があり，かつ取引金額

報告値から算出される数量推定値と数量報告値に

100 以上の差があるものとした．外れ値の検出には

一般的に使用されている外れ値検定を利用していな

いが，これでは報告値が外れ値ではないとされ，不

整合問題の評価と要因分析の際に有意差が見られな

かったためである． 

 欠測値と外れ値の検出後，これらの修正を行う．

両者の修正方法は欠測補完手法の 1 つである多重代

入法を利用する(4)．一般的な欠測補完方法と比べて

多重代入法は，欠測値の不確実性をより反映させる

事ができる利点がある．本分析法では目的変数を乗

用車の取引数量の自然対数，説明変数を取引重量と

取引金額の自然対数として回帰分析を複数回実行し，

100 個の代入データを作成する．次に式(1)から代入

データを統合して補完データを作成する．補完デー

タのパラメータは 100 個の代入データ間の算術平均

である．そして取引数量の修正値は，補完パラメータ

を利用した式(2)から算出する． 

 その次に不整合問題の評価を行う．本分析法では

級内相関係数(ICC)という統計的手法を用いて評価

する(6)．ICC とは近年医療統計の分野で注目されてお

り，ある検者がある被検者を複数回測定したときの

測定値の一致度を示す場合に利用される信頼性の指

標である(6)．ICC には(a)Case1：同一検者による検者

内信頼性，(b)Case2:複数検者における検者間信頼性，

(c)Case3:検者間の一貫性を考慮した複数検者におけ

る検者間信頼性，の 3 タイプが存在するが，本分析

法では検者を輸出統計と輸入統計とし，被験者を 

 

両者の OD ペアとすることで，輸出統計と輸入統計

の一致度の評価を目的としているので，Case2 を不整

合評価の指標とした．ICC は式(3)から式(6)によって

算出される． 

最後に不整合要因の寄与度を算出する．本研究で

は寄与度を式(7)から式(9)によって求める．これらは

不整合評価の指標である ICC が，①欠測値のみ修正

した場合，②外れ値のみ修正した場合，③両方を修正

した場合のそれぞれでどれだけ 1 に近づいたかによ

って各要因の寄与度を算出している． 

 以上が本分析法の一連の過程である．なお本研究

では不整合要因を欠測値と外れ値の 2 つだけにして

いるが，例えば途上国の貿易統計が不整合問題に及

ぼす影響を分析する際などにも本分析法を利用でき，

汎用性がある点が特徴的である． 

Table.1 本分析法のモデル式の説明 

モデル式 式の説明 

(1)𝛼𝑖＝(
１

M
∑ 𝛼𝑘,𝑚
𝑀
𝑚=1 ) 

𝛼𝑖:補完パラメータ 
m:代入データ番号 
𝑘:説明変数番号 
𝛼𝑘,𝑚 :代入データのパ

ラメータ 

(2)𝑌𝑖 = exp⁡{𝛼0̅̅ ̅ + 𝛼1̅̅ ̅ ln(𝑋1,𝑖) 

+𝛼2̅̅ ̅ ln(𝑋2,𝑖)} 

𝑌𝑖:取引数量修正値 
𝑖:OD ペア番号 
𝑋1,𝑖:取引金額報告値 
𝑋2,𝑖:取引重量報告値 

(3)𝐼𝐶𝐶 = 
𝐵𝑀𝑆 − 𝐸𝑀𝑆

𝐵𝑀𝑆 + (𝑘 − 1)𝐸𝑀𝑆 + 𝑘(𝐽𝑀𝑆 − 𝐸𝑀𝑆)/𝑛
 

𝑖:OD ペア番号 
𝑗:貿易データの種類 
𝐵𝑀𝑆 :被検者間の平均

平方和 
𝐽𝑀𝑆 :検者間の平均平

方和 
𝐸𝑀𝑆 :誤差の平均平方

和 
𝑋𝑖,𝑗:取引数量報告値 

(4)𝐵𝑀𝑆 =
𝑘∑ (𝑋𝑖̅̅ ̅−𝑋̅

𝑛
𝑖=1 )2

𝑛−1
 

(5)𝐽𝑀𝑆 =
𝑛∑ (𝑋𝑗̅̅ ̅−𝑋̅)

2𝑘
𝑗=1

𝑘−1
 

(6)𝐸𝑀𝑆 = 
∑ ∑ (𝑋𝑖𝑗 − 𝑋𝑖̅ −𝑋𝑗̅ + 𝑋̅)2𝑘

𝑗=1
𝑛
𝑖=1

(𝑛 − 1)(𝑘 − 1)
 

(7)𝑀𝑉 = |𝐵 − 𝐼| ×
|𝑀−𝐼|

|𝑀−𝐼|+|𝑂−𝐼|
 

𝑀𝑉:欠測値の寄与度 
𝑂𝐿:外れ値の寄与度 
𝑇𝑂 :その他の要因の寄

与度 
𝐼:元データの ICC 
𝑀:欠測値修正後の ICC 
𝑂:外れ値修正後の ICC 
𝐵:両者修正後の ICC 

(8)𝑂𝐿 = |𝐵 − 𝐼| ×
|𝑂−𝐼|

|𝑀−𝐼|+|𝑂−𝐼|
 

(9)𝑇𝑂 = |𝐵 − 1| 
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３．不整合要因分析のケーススタディ 

本研究ではケーススタディとして貿易統計の特定

の品目に対して本分析法を適用した．今回は「品目番

号(HS コード)8703：定員が 9 人以下の人員の輸送用

に設計した自動車」を対象に，国連貿易統計(5)を用い

て， 2001 年から 2017 年まで年別に分析を行った． 

 乗用車貿易統計における各不整合要因の寄与度と

それらの比率を Fig.4 と Fig.5 へ年別に示す．多くの

年で外れ値が不整合問題の大きな要因を占めている

ことが分かった．2008 年，2011 年，2017 年では欠測

値の寄与度が外れ値のそれよりも大きかったが，こ

れらの年は欠測値の OD ペアが占める割合が多かっ

た年であり，相対的に外れ値の寄与度が小さい結果

となった．また 2014 年と 2017 年はその他の要因の

寄与度が全体に占める割合が高かった．これは修正

前の元データの ICC が 1 にかなり近いことや，外れ

値として検出された OD ペアが他年度よりも少なか

ったことより，元データと修正データの ICC がほと

んど変化しなかった為である．なお本分析法におけ

る外れ値の基準は明確な根拠を持っておらず，また

取引数量推定値算出の際に利用した金額データの値

の正確性について考慮されていないので，基準に偏

りが生じる場合が考えられる．あくまで不整合要因

の一例として外れ値を挙げたが，公平な外れ値の基

準作成が今後必要である． 

 

４．結論 

 本研究は，貿易統計の不整合問題の要因分析手法

を開発し，ケーススタディとして乗用車貿易統計を

対象に，数量データ内の欠測値と外れ値の存在が不

整合問題にどれだけ影響を与えているかを検証した．

欠測値と外れ値の修正の際には多重代入法を使用し， 

修正前後で不整合問題の評価指標値が改善されたこ

とから，欠測値と外れ値が不整合問題に大きく寄与

していることを確認した．今後の課題として他品目

での検証と，公平な外れ値の基準作成，さらに不整合

要因をより詳細に定義・分類し，不整合要因の主とな

るものを明らかにすることが挙げられる．また不整

合問題の要因分析から発展して，不整合問題の解決

法を開発することが今後求められる． 

 

Fig.4  乗用車貿易統計の不整合寄与度 

 

 

Fig.5  乗用車貿易統計の不整合寄与度の比率 
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